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際経済秩序（New International Economic OrderNIEO）の歴史とその理念の導入を主張すると
共に，そのような理念を実現できるような国際公共財の再構築が可能な地域として東アジア地域を







第 2 章．NIEO の理念とその現代的必要性
第 1 節 NIEO までの過程とその理念










第 3 節 NIEO 理念の現代的必要性と展望
第 3 章．戦後国際経済秩序からの自立と東アジア経済統合
第 1 節 東アジアの発展とアジア通貨危機
1. 危機の要因―急激な資本移動と IMF コンディショナリティ
2. アジア通貨危機とパックス・アメリカーナ
第 2 節 通貨危機以降の経済協力











































題，南北問題を検討するため，国連貿易開発会議（United Nations Conference on Trade and De-








機構（Organization of the Petroleum Exporting CountriesOPEC）を中心とした途上諸国の力は
先進国に政策転換させるほどのものということが明らかになった［岡倉・土生，1979123］。そ


























































1965年に「貿易と開発」と称する第 4 部が GATT 協定に追加されるが，この第 4 部は主にガイド
ラインを定めたにすぎず，法的拘束力はなかった［川島，2009311］。そのため，開発途上国は
その後の UNCTAD の中で特恵待遇要求を強めていく。その第 1 回会議では一般特恵関税制度
（Generalized System of PreferencesGSP）の導入が提案される。それは GATT の基本原則であ
る最恵国待遇（most-favoured-nation treatmentMFN）に反するため，1970年代の先進国の GSP
導入初期は一時的ウェーバー（協定上の義務免除，第25条 5 項）を獲得し，暫定的に MFN に対
する整合性を確保していた。これは制度としての安定性に欠いており，開発途上国側は GSP の法
的基礎を GATT に導入することを主張した。そのような要求が東京ラウンドで「授権条項」とい








































World Trade Organization (2015) ``WTO Dispute Settlement: Resolving trade disputes between WTO mem-
bers'' 20th anniversary brochures.
https://www.wto.org/english/thewto_e/20y_e/dispute_brochure20y_e.pdf
6 ただし，近年は TRIPs 協定に関して，後発開発途上国が第66条をもとに経過期間を延長しており，実情に
対応しつつある面もある。
LDC に対する経過期間は，2005年11月に2013年 7 月まで延長することが認められた。
https://www.jpo.go.jp/torikumi/kokusai/kokusai2/wto_trips_giron.htm




し，内実が伴っているかは甚だ疑問である。WTO 発足後の DSB の利用件数が増える中5 で，開発





ここでは GATT 体制から WTO 体制に至るまでの，特別かつ異なる待遇の変化に焦点を当て，




映するものであった［吾郷，20033132］。GATT 第18条 4 項では，開発途上国が他の条項から
一時的に逸脱することを認めており（4 項 a），輸入制限や幼稚産業保護が認められている（第18
















に変わりはなく，パネル審議により TRIMs 協定第 2 条違反が認定された［川島，2009314316］。


















Investment Measures : TRIMs協定）により 、ローカルコンテント要求禁止に伴い、経過期間とし
て先進国より長い期岡 （開発途上国は 5年、後発開発途上国は 7年）があるのみである (TRIMs協
定第 5条 2項）。
・補助金に関しては、補助金協定により 、付屈書に規定された開発途上加盟国以外の開発途上国は、
条件付きで 8年間の免除が認められている（第 27条 2項および 3項）。
サービス 第 19条により漸進的な自由化を途上国に対して求めることとなっている（第 19条 2項および 3
資易 項）。
知的財産 知的財産権保設に関しては、知的財産権の貿易関連の側面に関する協定(Agreementon Trade-Related 
権保護 Aspects of Intelectual Property Rights TRIPS協定）により、ローカルコンテント要求の禁止同様、
経過期間の設協 (TRIPS協定第 65条 1項および 2項）（途上国には 1+4年、後発開発途上国には 1+10
年）が規定されている。また、先進国からの技術支援や資金協力の規定も設けられる（第 67条）
――
8 例えば EU 離脱に関しては2016年 7 月28日日本経済新聞朝刊27ページにおいて，
遠藤乾が「EU は生き残れるか 中 やせ細る中間層対策急務」において，イギリスの EU 離脱という主張
の一つの要因として，グローバル化や欧州統合から経済的恩恵を受けられなかった人々の意識があると指摘
している。










































































































































香港で経常赤字を出しつつあり，中でもタイは GDP 比 8近くの経常赤字を抱えており，マレー

























































































































2005年の一連の ASEAN 首脳会議の際には，初の東アジア首脳会議（East Asia SummitEAS）
が開催される。広域 FTA に関しても，2006年に第 2 回 EAS で，16ヵ国による東アジア包括的経











AN Regional ForumARF）など，東アジアでの交渉の場を ASEAN が提供し，率先して経済協
力を実現させてきた。ASEAN を巡る FTA 構築競争も，これらの会議の場において主に行われて

































メリカ・アジア太平洋地域の国々の戦略に基づいている。APEC から2006年の FTAAP 提案まで
の動きが，オバマ政権下の TPP 推進へと繋がっているのである［宇都宮，2014122］。このよう
なアメリカのアジア関与は，アジアの地域統合に大きな影響を与えてゆく。2010年11月には
APEC でアジア太平洋自由貿易圏（Free Trade Area of the Asia-PaciˆcFTAAP）への道筋とし




2011年 8 月には ASEAN＋6 経済相会議において，日中が共同提案を行い，日本が推す CEPEA と








際，特に米中共に ASEAN との関係強化を図りつつあり，「そうした大国の ASEAN への関心と支
持調達の動きこそが，ASEAN が米中を含む大国との交渉力を強化できる背景にある」のである
［同上稿85］。このような，従来の大国中心のパワーバランスとは異なる動きについては清水
（2014）も指摘している。AEC と ASEAN＋1FTA が扱う内容とほぼ重なるため，東アジア地域包
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